八千代市農業振興地域整備計画変更申出書

　　年　　月　　日

　（宛先）　八千代市長
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
事業者　氏　　名　　　　　　　　　実印　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
所有者　氏　　名　　　　　　　　　実印　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　
　下記の土地について，八千代市農業振興地域整備計画の変更をお願い致します。

記

	１　申出の区分

	申出

区分
	□本　人
□代理人
	変更

区分
	□重要変更
□軽微変更（農業用施設）
	□除　外
□編　入

	　

２　当該土地

	大　字
	字
	地　番
	地目
	地　積（㎡）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計筆数
	筆
	合計面積
	㎡

	３　事業計画

	事　業　計　画
	着工予定時期
	所有者との関係

	
	令和　年　月　日
	□売買　□賃貸借　　□使用貸借

□贈与　□自己所有　□その他（　　　）

	４　変更の申出理由等

	⑴　事業計画の概要　（誰が，どういう理由で，何をしたいのか，事業者の事業内容と併せて記載してください。）


	⑵　施設を設ける必要性　（事業計画に緊急性と必要性があり，不要不急ではない理由を具体的に記載してください。）


	⑶　農振農用地を利用せざるをえない理由　（所有者の都合ではなく事業者の観点で，添付書類№19第5号様式「代替性に関する説明書」と整合した当該土地の選定経過・理由を記載してください。なお，所有者の了解を得ている，価格が安い，所有者が耕作できないといった事情は理由になりません）


	⑷　除外しようとする土地の規模の妥当性　（面積が過大・過小ではないか具体的に面積や数量を示し，添付書類№15「土地利用計画図」や№33「数量算定根拠説明書」と整合した説明を記載してください。）


	⑸　地域計画の達成に影響がないか　（地域計画に借り手が特定若しくは見込まれた土地に該当していない旨又は該当していたが地域計画を変更した経過若しくは変更の見込み等を記載してください。）

	⑹　周辺農地の集団化，営農等に支障がないか　（周辺農地への影響が無い又は軽微であると考える理由を，日照や排水，農業用機械の移動等の面を交えて記載してください。特に３面又は４面を農地に囲まれている場合にはより詳細かつ具体的な記載が必要となります。）


	⑺　担い手の農用地利用への支障がないか　（担い手に対する利用の集積に支障を及ぼすおそれが無い説明を記載してください。）

	⑻　土地改良施設への影響がないか　（計画に当たって土地改良施設の改廃を行わない又は添付書類№21第7号様式「土地改良区との協議経過説明書」と整合した土地改良施設の有する機能に支障がないと判断した根拠を記載してください。）

	５　確認事項

	1 当該地は過去３年以内に農地法第３条取得又は農地造成されたものに該当
	⑵事業者又は所有者は，農振法又は農地法に違反

	□該当する　　□該当しない
	□違反している　　□違反していない


６　添付書類一覧

	分類
	№
	表　題　等
	様式

	⑴事業者・所有者に関する書類
	1
	事業者・所有者の印鑑登録証明書
	

	
	2
	委任状（事業者が本人以外の場合。実印を押印。連絡先を明記）
	

	
	3
	誓約書
	第１号

	
	4
	所有地全筆一覧表（固定資産評価証明もしくは搭載証明書の写し）
	

	
	5
	登記事項証明書（事業者が法人の場合）
	

	
	6
	定款（事業者が法人の場合）
	

	
	7
	計画についての役員会等議事録（事業者が法人の場合）
	

	⑵計画地に関する書類
	8
	計画地の登記事項証明書
	

	
	9
	案内図（10,000分の１）
	

	
	10
	位置図（2,500分の１）

（計画地・自己所有地の農用地と非農用地を色枠で表示し記載する）
	

	
	11
	公図の写し

（計画地を色枠で表示し，計画地及び周辺土地の地番，地目，地積，所有者を記載する）
	

	
	12
	隣接農地の同意書
	第２号

	
	13
	計画地の現況写真

（計画地の位置と周辺状況がわかるようにする。計画地の境界を赤線で示し，撮影日を明記，写真方向図を添付する。またデータでも提出してください。）
	

	
	14
	測量図（筆の一部の変更の場合）
	

	⑶計画に関する書類
	共　通
	15
	土地利用計画図

（施設の配置，名称，構造，建築面積，延面積等土地をどのように利用するか記載し，縮尺・方角を明記。建物の場合は配置図，平面図，立面図を添付）
	

	
	
	16
	周辺作付け状況図（隣接周辺農地は何を作付けしているか記載）
	

	
	
	17
	農振除外実績及び農地転用実績の説明書
	第３号

	
	
	18
	立地地域選定理由書
	第４号

	
	
	19
	代替性に関する説明書
	第５号

	
	
	20
	他法令の許認可等見込みに関する協議経過説明書
	第６号

	
	
	21
	土地改良区との協議経過説明書
	第７号

	
	
	22
	補助金に関する説明書
	第８号

	
	
	23
	排水に関する概要及び図面
	

	
	住宅系
	24
	農業経営の実態証明書（農家住宅・分家住宅の場合）
	

	
	
	25
	住民票（農家住宅・分家住宅の場合）
	

	
	
	26
	営農計画書（農家住宅・分家住宅の場合）
	第９号

	
	
	27
	居住予定者の現住居に関する説明書
	第10号

	
	商業系
	28
	売場に関する説明書（店舗面積と売場面積，利用計画について説明する）
	

	
	
	29
	駐車場に関する説明書

（区画ごとの面積，台数，台数算定根拠，需要見込みについて説明する）
	

	
	
	30
	業務概要説明書

（借主の住所，氏名，業務概要について説明する。借主が未定の場合は，どのような業種を予定しているのかを明確にする）
	

	
	工業系
	31
	既存施設の利用状況説明書
	第11号

	
	
	32
	位置関係図（地図に計画地，事業所，既存施設の位置を記載，縮尺を明記する）
	

	
	
	33
	数量算定根拠説明書（算定根拠を具体的に示すこと）
	

	⑷その他
	34
	1から33までに掲げる書類のほか，必要と認められる書類
	


【留意事項】

●以下の事項について，あらかじめご了承願います。

・ 提出書類は，Ａ４版で作成してください（登記簿謄本等やむを得ない場合は除く）。図面等がどうしてもＡ３版にも収まらない場合は，市が指定する部数を用意していただきます。

・期限を厳守して下さい。期限を過ぎたものは，一切受付けません。

・除外の申出をする場合は，事前に相談して下さい。内容に不備等があるものは，一切受付けません。

・関係機関との協議及び市での検討の結果，土地の形状，周辺農地の状況，計画内容等によっては，内容の変更又は申出の取下げを指導させていただく場合があります。

・案件に応じて追加の書類や資料を求める場合がありますので速やかに対応お願いします。
・現地確認日を事前にお知らせしますので，当日までにポールやシャインテープを用いて計画地の境界を明らかにして下さい。

・申出の内容に虚偽の記載があると判明したときは，申出の取下げをしていただきます。

・申出の内容に変更が生じた場合，申出手続は最初からやり直しとなります。

・案件によっては，申出内容の全てが除外できるとは限りません。

・分筆等の理由により登記と公図が一致しない場合は，公図を修正してから申出をしてください。

第１号様式
誓　　　　約　　　　書

令和　　年　　月　　日

　　（宛先）　八千代市長
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
事業者　氏　　名　　　　　　　　　実印　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
所有者　氏　　名　　　　　　　　　実印　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　
　　私は，八千代市農業振興地域整備計画の変更の申出に際して下記のとおり誓約いたします。
記

　・当該土地を　　　　　　　として利用することに対して，周辺の農地等に一切の迷惑をかけません。

　・農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年７月１日法律第５８号）の趣旨及び同法第１３条第２項に規定する農用地区域の変更の要件について理解しています。

　・八千代市農業振興地域整備計画変更申出書の【留意事項】に掲げられた全ての事項について，内容を理解し了承しています。

第２号様式
隣接農地の同意書
令和　　年　　月　　日

　　（宛先）　八千代市長
　　下記の土地との境界に争いはなく，利用目的：　　　　　　として農用地区域から除外することについて，異議なく同意します。

　　

記

１　土地の表示

	大　字
	字
	地　番
	地目
	地　積（㎡）

	
	
	
	
	


２　隣接農地

	隣接農地の表示
	所　　有　　者
	耕　　作　　者

	
	住所

氏名　　　　　　　　印
電話
	住所

氏名　　　　　　　　印
電話

	
	住所

氏名　　　　　　　　印
電話
	住所

氏名　　　　　　　　印
電話

	
	住所

氏名　　　　　　　　印
電話
	住所

氏名　　　　　　　　印
電話


　※この同意書は所有者及び耕作者の自署又は記名押印にてお願いします。この同意書に自署又は記名押印された関係者の意思を市が確認する場合があります。

第３号様式

農振除外実績及び農地転用実績の説明書

農振除外実績一覧
	№
	大字
	字
	地番
	地目
	除外面積㎡
	除外日
	除外理由

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	


農地転用実績一覧

	№
	大字
	字
	地番
	地目
	転用面積㎡
	転用日
	転用理由

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	


□　農振除外・農地転用の実績はありません。
※農振除外・農地転用の実績がない場合は□にチェックしてください。
第４号様式
立地地域選定理由書
※　当該集落等の地域に立地しなければならない理由を具体的にお書きください。

第５号様式

代替性に関する説明書
１　立地地域選定理由（当該地域に立地しなければならない理由を記載してください）
２　立地地域内代替地検討結果（当該地域内に代替できる土地が無い理由を記載してください。）
３　代替地検討結果一覧表
	№
	大字
	字
	地番
	地目
（現況）
	地積
㎡
	農用地
区域
	選定しない理由

	1
	
	
	
	
	
	内・外
	

	2
	
	
	
	
	
	内・外
	

	3
	
	
	
	
	
	内・外
	

	4
	
	
	
	
	
	内・外
	

	5
	
	
	
	
	
	内・外
	

	6
	
	
	
	
	
	内・外
	

	7
	
	
	
	
	
	内・外
	


　※事業者及び所有者の所有する土地と計画地及び既存施設周辺の農振白地を利用できない理由，交渉経過等を記載してください。

　※検討箇所に記載された土地の所有者に交渉経過を市が確認する場合があります。

添付資料

　・代替地の検討箇所図

　　（地図に計画地，既存施設及び上表の検討箇所の№を記入して下さい）
第６号様式
他法令の許認可等見込みに関する協議経過説明書

１．農地法

　　　令和　　年　　月　　日に農業委員会事務局（担当：　　氏）と協議し，

　　　　ア．農地転用の手続は，不要である

　　　　イ．当該計画地は，農地法（施行令・施行規則）第　　条第　　項　　　該当のため，第　　種農地相当と見込まれ，農地転用許可申請手続が必要となるとの回答を得ている。

　　　　ウ．農地法施行規則第３２・３３・５３条　　　該当のため，農地転用の見込みがあるとの回答を得ている。

２．都市計画法

　　　令和　　年　　月　　日に開発指導課（担当：　　氏）と協議し，

　　　　ア．開発行為等の許可は，不要である

　　　　イ．農用地区域から除外後に開発行為等の手続が必要となる 
　　　との回答を得ている。

３．その他（※該当法令がある場合は，全て記載する）

　　・　　　法

　　　　令和　　年　　月　　日に　　　　（担当：　　氏）と協議したところ，

　　　　当該計画は　　　法第　　条の規定により，許認可等の見込みがあるとの回答を得ている。

≪第６号様式　参考≫　主な他法令関係

	事業の種類
	法令名
	許認可機関・部署

	開発行為
	都市計画法
	市（県より委譲）

	
	建築基準法
	市

	道路・水路への接続
	道路法・河川法
	県土木事務所，市，各水利組合等

	用途廃止
	各公共施設の管理法，管理条例
	各公共施設の管理者

	社会福祉法人の設立，社会福祉施設の設置
	社会福祉法，老人福祉法，身体障害者福祉法，児童福祉法，医療法等
	県高齢者福祉課，県障害福祉事業課，県児童家庭課，県子育て支援課，県医療整備課等

	新規医療法人の設立，病院・介護老人保健施設の開設等
	医療法，介護保険法
	県医療整備課

	グループホーム（認知症）の開設
	介護保険法
	市

	墓地の設置
	墓地埋葬法
	市

	産業廃棄物処理施設の設置
	廃棄物処理法，県産廃条例
	県廃棄物指導課，県地域振興事務所

	埋立て行為
	県土砂等埋立条例
	県ヤード・残土対策課，県地域振興事務所

	
	市埋立条例
	市

	土砂等の採取
	砂利採取法，県土採取条例，採石法
	県産業保安課，県地域振興事務所

	林地開発
	森林法
	県森林課，県林業事務所

	学校・幼稚園の建設（私立）
	学校教育法
	県学事課

	自然公園区域内事業
	自然公園法，県自然公園条例
	県自然保護課等


上記に示した法令は，主に関係するものであり，転用事業の内容により他の法令が関係する場合は，該当する法令の手続きをとる必要がある。
※千葉県農業振興地域整備計画事務取扱要領ｐ２６より
第７号様式

土地改良区との協議経過説明書

　　・令和　　年　　月　　日に，

　　　　　　　　　　　　　　　土地改良区（担当：　　氏）と協議したところ，

１　計画地は，土地改良事業の施行の有無について
　ア　土地改良事業が施行されている。
	土地改良事業実施主体
	国営・県営・団体営・その他（　　）

	事業施行者名
	（例）〇〇国営事業所

	関係土地改良区名
	（例）●●土地改良区

	事業の内容
	面整備・線整備等

	事業期間
	（着工）　　年　　月
（完了）　　年　　月　　（公告）　　年　　月


　イ　土地改良事業が施行されていない。
２　事業計画の土地改良区への影響等について
　ア　協議は不要である。
　イ　同意の見込みがある。
　　　との回答を得ている。

　　※既に土地改良区の同意を得ている場合は，同意書の写しを添付してください。

第８号様式
補助金に関する説明書
１　補助金の名称

２　補助金の概要

　・根拠法令：

　・事業主体：

　・事業費：　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　・補助率：　　　　　　　　　　　　　　　　　％

　・補助金額：　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　・補助負担割合：

３　補助金交付が認められなかった場合の対応

　　（中止，自己資金のみで実行等記載して下さい）

４　補助金交付までのスケジュール
　　（審査会，内示，交付決定までの流れを記載して下さい）

第９号様式
営　農　計　画　書

営農状況（今後の営農状況について記入してください。）
	続　柄
	氏　名
	年　齢
	従事日数
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


耕作面積及び主要作物

	田
	畑
	計

	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	


主要農地及び作物

	大　字
	小　字
	地番
	地目
	地　積
	作　物

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


出荷先・販売先

（現在の出荷先・販売先等を記載してください。）

今後の取り組みについて

（将来の営農をどうしていくのか記載してください。）

第１０号様式

居住予定者の現住居に関する説明書

１　居住予定者の現住居

　・地　　番：

　・構　　造：

　・延床面積：

２　計画実現後の現住居の取扱

　　（計画実現後に現住居をどうする予定なのか記載してください）

第１１号様式

既存施設の利用状況説明書
１　既存施設の所在

　・地　　番：

　・地　　目：

　・地　　積：

２　既存施設の利用方法

　・現在の利用方法

　・計画実現後の利用予定

３　現在利用していない所有地

　　（現在利用していない所有地がある場合は利用できない理由を記載してください）

添付資料

・既存施設の写真

　　（既存施設の利用状況がわかる写真を添付してください）

